
山梨県 経営比較分析表（平成30年度決算） 分析欄

※1 行政区域内の需要家に小売されたことが客観的に明らかであるものを計上。なお、この基本情報をもって全ての地産地消エネルギーへの取り組みを評価するものではない。

１．経　営　の　状　況

２．経　営　の　リ　ス　ク

●施設全体 ●発電型式別

※ 平成26年度から平成30年度における各指標の全国平均値は、当時の団体数を基に算出していますが、設備利用率及び修繕費比率、企業債残高対料金収入比率、有形固定資産減価償却率、FIT収入割合については、平成30年度の団体数を基に平均値を算出しています。

１．経営の状況について業務名 業種・事業名 管理者の情報 自己資本構成比率（％） 利益剰余金の使途について（具体的な使用実績事業を記入してください）
・経常収支比率及び営業収支比率は、主に修繕費の減等により費用が減少したこ
とで、前年度と比較して増加し、ともに100%を超えて推移しており、健全な経営
状況である。

・流動比率については、前年度と比較して減少しているが、平成29年度は平成30
年度に高額な貸付金の返済が予定されていたため流動資産の短期貸付金が増加す
ることとなり、平成30年度は予定通りに返済が実施されたため、短期貸付金が減
少したこと等によるものであり、率は100%を上回っており、他団体と比較しても
高い水準であることから経営の安全性と信用性は確保されている。なお、平成26
年度から数値が大幅に低下しているが、これは新会計基準を適用したことによ
り、従来、資本に計上していた企業債について、1年以内に返済期限が到来するも
のを流動負債に計上したほか、引当金の計上要件の見直しにより、流動負債が増
加したものによる。

・供給原価については、西山・天科発電所の大規模改修の終了により修繕費が減
少したこと及び、降水量が増えたため発電電力量が増加したことから、前年度と
比較して減少した。他団体の平均も下回った数値となっており、発電所の改良や
修繕を計画的に行い、維持管理費を削減するなど効率的な経営運営ができている
状況である。

・ＥＢＩＴＤＡ（減価償却前営業利益）は主に修繕費の減等により、純利益が増
加したため、前年度と比較して増加しており、他団体の平均も上回る水準である
ことから、健全な経営状態である。

水力発電所数 ごみ発電所数 風力発電所数 太陽光発電所数

法適用 電気事業 自治体職員 92.0 電気事業により生じた利益は、将来の施設更新に充てるための建設改良積立金や災害や渇水などによる減収に備えるための利益積立金、環境保全に資する事業、子育
て支援事業及び教育関係事業等を対象とした一般会計への繰り出しのための地域文化振興等積立金等に積み立てることを基本としている。今後も事業運営に必要な財
源を確保しつつ、一般会計への繰り出しを通じて住民の福祉の向上に努める方針としている。
自己資本金への組入れ　257,552千円
建設改良積立金への積立て　120,000千円
利益積立金への積立て 36,000千円
地域文化振興等積立金への積立て　901,080千円

24 - - -

その他発電所数 料金契約終了年月日 ＦＩＴ適用終了年月日 電力小売事業実施の有無

- 令和 6年 3月31日　西山外１７発電所 令和12年 3月31日　塩川第二発電所ほか 無

売電先 地産地消の見える化率（％）※1

471,645

東京電力エナジーパートナー株式会社、東京電力パワーグリッド株式会社 -

年間発電電力量（MWh） H26 H27 H28 H29 H30

水力発電 476,995 525,942 475,047 414,460

-

-ごみ発電 - - - -

風力発電 - - - -

471,645

太陽光発電 - - - - -

合計 476,995 525,942 475,047 414,460

ＦＩＴ以外 ＦＩＴ 合計

年間電灯電力量収入（千円） 3,856,467 81,249 3,937,716

２．経営のリスクについて

・設備利用率については、水力発電として前年度と比較して増加しているが、こ
れは降水量が増え、年間発電電力量が増加したこと等が要因であると考えられ
る。他団体と比較しても平均を上回る水準であることから、効率的な運用を図る
ことができている状況である。

・修繕費比率及び有形固定資産減価償却率は水力発電として前年度と比較し、修
繕費比率では減少、有形固定資産減価償却率は増加となっており、いずれも他団
体の平均を上回っている。これは企業局における主要な発電施設が昭和30年代に
設置され、定期点検及び健全な状態に保つための改修工事に努めているが、法定
耐用年数に近づいており、修繕費がかさんできていることを示しているため、計
画的な施設の改修等を引き続き行う必要がある。

・企業債残高対料金収入比率は前年度と比較して減少しており、他団体の平均に
比べ低い水準であり、また、企業債残高と同額の減債積立金が確保されているた
め問題は無い。

・ＦＩＴ収入割合は、前年度と同じ割合となっており、現状、料金収入における
割合は低いため、ＦＩＴ調達期間期間終了後の料金収入減少のリスクは少ない。

全体総括

・昭和32年4月に早川水系西山発電所の運転を開始して以来、堅実な経営を続け、
平成30年度末現在では早川水系6発電所、笛吹川水系11発電所、塩川発電所及び小
水力6発電所の合計24発電所（最大出力121,413kW）を運営している。
・平成28年4月の電力システム改革の第2段階の施行による電力の小売全面自由化
が開始され電気事業を取り巻く環境が大きく変化した。さらには、令和2年の電力
システム改革の仕上げとなる第3段階の発送電分離に向けて、更なる競争の活性化
等のための市場及びルールの整備が行われている。このような状況の中で長期契
約が継続している間は一定の売電収入の確保が見込まれるが、長期契約が終了し
たのちも安定経営が行えるよう国の施策や市場の動向などを注視するとともに、
平成27年度策定の経営戦略に基づき、経営の健全化に努める。
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0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

160.0

経常収支比率（％）

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

160.0

営業収支比率（％）

0.0

200.0

400.0

600.0

800.0

1,000.0

1,200.0

1,400.0

1,600.0

1,800.0

2,000.0

流動比率（％）

0.0

1,000.0

2,000.0

3,000.0

4,000.0

5,000.0

6,000.0

7,000.0

8,000.0

9,000.0

10,000.0

供給原価（円）

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

1,800,000

2,000,000

EBITDA（千円）

（最大出力合計121,413kW） ○ 水力発電 （最大出力合計121,413kW） ○ ごみ発電 （最大出力合計-kW） ○ 風力発電 （最大出力合計-kW） ○ 太陽光発電 （最大出力合計-kW）

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0
設備利用率（％）

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0
修繕費比率（％）

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0
企業債残高対料金収入比率（％）

54.0

56.0

58.0

60.0

62.0

64.0

66.0

68.0
有形固定資産減価償却率（％）

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0
FIT収入割合（％）

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0
設備利用率（％）

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0
修繕費比率（％）

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0
企業債残高対料金収入比率（％）

58.0

59.0

60.0

61.0

62.0

63.0

64.0

65.0

66.0

67.0

68.0
有形固定資産減価償却率（％）

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0
FIT収入割合（％）

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0
設備利用率（％）

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0
修繕費比率（％）

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0
企業債残高対料金収入比率（％）

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0
有形固定資産減価償却率（％）

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0
FIT収入割合（％）

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0
設備利用率（％）

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0
修繕費比率（％）

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0
企業債残高対料金収入比率（％）

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0
有形固定資産減価償却率（％）

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0
FIT収入割合（％）

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0
設備利用率（％）

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0
修繕費比率（％）

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0
企業債残高対料金収入比率（％）

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0
有形固定資産減価償却率（％）

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0
FIT収入割合（％）

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 125.8 118.9 125.8 117.1 128.5
■ 平均値 125.7 129.7 135.9 130.5 129.9

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 126.7 116.2 126.6 118.6 129.8
■ 平均値 124.8 130.4 136.3 130.7 128.9

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 1,779.8 1,356.8 1,048.7 1,283.5 1,046.8
■ 平均値 638.8 716.7 688.0 707.7 749.1

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 5,922.1 6,140.9 6,256.3 9,091.3 7,783.1
■ 平均値 7,493.6 8,014.2 8,260.0 8,600.1 9,078.5

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 1,482,757 1,450,770 1,608,886 1,429,918 1,814,556
■ 平均値 1,146,099 1,494,682 1,543,942 1,467,681 1,533,303

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 45.1 49.5 44.8 39.1 44.3
■ 平均値 38.4 37.7 36.2 36.5 35.3

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 16.7 28.0 21.0 29.8 26.0
■ 平均値 21.1 20.0 18.2 20.9 21.1

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 36.0 29.6 24.9 17.4 13.3
■ 平均値 128.8 109.9 103.6 95.7 88.5

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 67.3 65.8 66.8 66.1 66.3
■ 平均値 59.8 59.6 60.3 60.2 61.2

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 2.6 2.4 2.0 2.1 2.1
■ 平均値 16.2 18.7 20.5 21.4 22.6

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 45.1 49.5 44.8 39.1 44.3
■ 平均値 39.5 39.1 37.3 38.0 36.5

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 16.7 28.0 21.0 29.8 26.0
■ 平均値 22.0 21.4 19.3 20.6 21.6

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 36.0 29.6 24.9 17.4 13.3
■ 平均値 105.7 89.4 83.3 73.2 71.4

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 67.3 65.8 66.8 66.1 66.3
■ 平均値 61.3 61.7 62.1 62.6 63.4

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 2.6 2.4 2.0 2.1 2.1
■ 平均値 11.9 13.3 14.4 15.3 16.1

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 - - - - -
■ 平均値 - - - - -

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 - - - - -
■ 平均値 - - - - -

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 - - - - -
■ 平均値 - - - - -

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 - - - - -
■ 平均値 - - - - -

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 - - - - -
■ 平均値 - - - - -

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 - - - - -
■ 平均値 - - - - -

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 - - - - -
■ 平均値 - - - - -

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 - - - - -
■ 平均値 - - - - -

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 - - - - -
■ 平均値 - - - - -

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 - - - - -
■ 平均値 - - - - -

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 - - - - -
■ 平均値 - - - - -

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 - - - - -
■ 平均値 - - - - -

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 - - - - -
■ 平均値 - - - - -

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 - - - - -
■ 平均値 - - - - -

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 - - - - -
■ 平均値 - - - - -

該当数値なし

該当数値なし

該当数値なし

該当数値なし

該当数値なし

該当数値なし

該当数値なし

該当数値なし

該当数値なし

該当数値なし

該当数値なし

該当数値なし

該当数値なし

該当数値なし

該当数値なし


